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司法行政文書の開示についての通知書

平成30年9月3日付け（同月5日受付，最高裁秘書第3642号）で申出のあ

りました司法行政文書の開示について，別紙のとおり下記の内容に関する情報を提

供することとしましたので通知します。

記

平成29年中に最高裁判所調査官室が購入した書籍のタイトルが分かる文書

担当課秘書課（文書室） 電話03 （3264） 5652 （直通）



(別紙）

1 A・ I ． P. P. I

2 NBL

3季刊刑事弁護

4季刊労働法

5季報情報公開・促

6警察学論集

7刑事法ジャーナル

8刑法雑誌

9 月刊税務事例

10検察統計年報
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ジュリスト

旬刊商事法務

政経研究

税務弘報

税理

選挙時報

捜査研究

時の法令

日本弁護士連合会会員名簿

日本労働法学会誌
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地方自治法質疑応答集

注釈地方自治法

判例不動産法[仮差押・仮処分］

判例不動産法[売買］

判例不動産法[譲渡担保・仮登記担保・質権・先取特権・留置権・所有権留保］

公害関係法規総覧

現行法規総覧

河川関係法令例規集
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所得税法

相続税法

消費税法
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・ ’ 一一一一一一一一一一一一＜二一一一一-一一一一→一一一 一一一一

一 一

戸籍先例全集59

一一一 一

子

I


